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先物・オプション取引口座設定約諾書の一部改正新旧対照表 

※下線部変更 

新 旧 

（先物・オプション取引口座による処理） 

第１条 私が今後貴社に対して行う先物・オ

プション取引のうち私が指定する取引の委

託において、次に掲げる事項をすべてこの

先物・オプション取引口座で処理するこ

と。 

（１） 法第２条第２１項第１号に掲げる

取引に係る買付代金、売付代金、買付有

価証券、売付有価証券、買付けに係る商

品（法第２条第２４項第３号の３に掲げ

る商品をいう。以下同じ。）、売付けに

係る商品、倉荷証券、証拠金（取引証拠

金及び委託証拠金を含む。以下この条に

おいて同じ。）、計算上の損益金、決済

に伴う損益金、その他授受する金銭 

（２）・（３） （略） 

（先物・オプション取引口座による処理） 

第１条 私が今後貴社に対して行う先物・オ

プション取引のうち私が指定する取引の委

託において、次に掲げる事項をすべてこの

先物・オプション取引口座で処理するこ

と。 

（１） 法第２条第２１項第１号に掲げる

取引に係る買付代金、売付代金、買付有

価証券、売付有価証券、証拠金（取引証

拠金及び委託証拠金を含む。以下この条

において同じ。）、計算上の損益金、決

済に伴う損益金、その他授受する金銭 

 

 

 

（２）・（３） （略） 

（取引証拠金及び委託証拠金） 

第３条 私がこの先物・オプション取引口座

を通じて貴社に差し入れた証拠金（私の現

金支払予定額に相当する額の金銭を除く。

以下同じ。）は、貴社が保管するのではな

く、私の代理人である貴社（貴社が非清算

参加者である場合には、貴社及び貴社の指

定清算参加者）が、私の委託に基づく未決

済約定に係る取引証拠金としてそのままク

リアリング機構に直接預託し、クリアリン

グ機構で保管されること。ただし、私が貴

社に証拠金を差し入れた日から起算して４

日目（金融商品取引所が定める休業日を除

く。）の日までの間は、貴社が取引証拠金

としてこれを保管し、貴社自身が所有する

これに相当する金銭又は代用有価証券若し

くは倉荷証券（以下「代用有価証券等」と

いう。）が差換預託されることがあり得る

ことについて異議のないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、私が別に書面

による同意をした場合は、私が差し入れ又

は預託した証拠金の全部又は一部につい

て、次の各号のいずれかに定める方法によ

り、これに相当する金銭又は代用有価証券

等が差換預託されることがあり得ることに

ついて異議のないこと。 

（１） 私が預託した証拠金を貴社が委託

（取引証拠金及び委託証拠金） 

第３条 私がこの先物・オプション取引口座

を通じて貴社に差し入れた証拠金（私の現

金支払予定額に相当する額の金銭を除く。

以下同じ。）は、貴社が保管するのではな

く、私の代理人である貴社（貴社が非清算

参加者である場合には、貴社及び貴社の指

定清算参加者）が、私の委託に基づく未決

済約定に係る取引証拠金としてそのままク

リアリング機構に直接預託し、クリアリン

グ機構で保管されること。ただし、私が貴

社に証拠金を差し入れた日から起算して４

日目（金融商品取引所が定める休業日を除

く。）の日までの間は、貴社が取引証拠金

としてこれを保管し、貴社自身が所有する

これに相当する金銭又は代用有価証券が差

換預託されることがあり得ることについて

異議のないこと。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、私が別に書面

による同意をした場合は、私が差し入れ又

は預託した証拠金の全部又は一部につい

て、次の各号のいずれかに定める方法によ

り、これに相当する金銭又は代用有価証券

が差換預託されることがあり得ることにつ

いて異議のないこと。 

（１） 私が預託した証拠金を貴社が委託
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証拠金として保管し、これに相当する貴

社自身が所有する金銭又は代用有価証券

等が取引証拠金としてクリアリング機構

に差換預託される方法 

（２） 貴社が非清算参加者である場合に

おいて、私が預託した証拠金を貴社が委

託証拠金として保管し、これに相当する

貴社自身が所有する金銭又は代用有価証

券等が非清算参加者証拠金として貴社の

指定清算参加者に預託され、当該非清算

参加者証拠金に相当する貴社の指定清算

参加者自身が所有する金銭又は代用有価

証券等が取引証拠金としてクリアリング

機構に差換預託される方法 

証拠金として保管し、これに相当する貴

社自身が所有する金銭又は代用有価証券

が取引証拠金としてクリアリング機構に

差換預託される方法 

（２） 貴社が非清算参加者である場合に

おいて、私が預託した証拠金を貴社が委

託証拠金として保管し、これに相当する

貴社自身が所有する金銭又は代用有価証

券が非清算参加者証拠金として貴社の指

定清算参加者に預託され、当該非清算参

加者証拠金に相当する貴社の指定清算参

加者自身が所有する金銭又は代用有価証

券が取引証拠金としてクリアリング機構

に差換預託される方法 

（取引証拠金及び委託証拠金の返還請求権） 

第５条 次の各号に掲げる取引証拠金及び委

託証拠金に対する返還請求権は、私が貴社 

に対して負担する先物・オプション取引に

係る債務のうち未履行部分に相当する額

（以下「未履行債務額」という。）を控除

した額に相当する部分について、私が有す

ること。 

（１） 私が差し入れた取引証拠金が直接

預託された場合 

貴社の直接預託分の取引証拠金（清算

参加者委託分の取引証拠金（直接預託

分）又は非清算参加者委託分の取引証拠

金（直接預託分）をいう。以下同じ。）

のうち、私が貴社（貴社が非清算参加者

の場合には、貴社及び貴社の指定清算参

加者）を代理人としてクリアリング機構

に預託したのと同額の金銭又は私が貴社 

（貴社が非清算参加者の場合には、貴社 

及び貴社の指定清算参加者）を代理人と

してクリアリング機構に預託した代用有

価証券等 

（２） 私が委託証拠金を預託し、取引証

拠金が差換預託された場合（第３条第１

項ただし書に規定する差換預託が行われ

た場合を含む。） 

私が預託した委託証拠金（同条第１項

ただし書に規定する差換預託が行われた

場合における私が貴社に差し入れた取引

証拠金を含む。以下この号において同

じ。）及び次のａ又はｂに掲げるもの 

ａ （略） 

ｂ 貴社の差換預託分の取引証拠金とし

（取引証拠金及び委託証拠金の返還請求権） 

第５条 次の各号に掲げる取引証拠金及び委

託証拠金に対する返還請求権は、私が貴社 

に対して負担する先物・オプション取引に

係る債務のうち未履行部分に相当する額

（以下「未履行債務額」という。）を控除

した額に相当する部分について、私が有す

ること。 

（１） 私が差し入れた取引証拠金が直接

預託された場合 

貴社の直接預託分の取引証拠金（清算

参加者委託分の取引証拠金（直接預託

分）又は非清算参加者委託分の取引証拠

金（直接預託分）をいう。以下同じ。）

のうち、私が貴社（貴社が非清算参加者

の場合には、貴社及び貴社の指定清算参

加者）を代理人としてクリアリング機構

に預託したのと同額の金銭又は私が貴社 

（貴社が非清算参加者の場合には、貴社 

及び貴社の指定清算参加者）を代理人と

してクリアリング機構に預託した代用有

価証券 

（２） 私が委託証拠金を預託し、取引証

拠金が差換預託された場合（第３条第１

項ただし書に規定する差換預託が行われ

た場合を含む。） 

私が預託した委託証拠金（同条第１項

ただし書に規定する差換預託が行われた

場合における私が貴社に差し入れた取引

証拠金を含む。以下この号において同

じ。）及び次のａ又はｂに掲げるもの 

ａ （略） 

ｂ 貴社の差換預託分の取引証拠金とし
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て代用有価証券等が預託されている場

合は、当該代用有価証券等のうち、私

が預託した委託証拠金に相当する額の

有価証券及び倉荷証券（以下「有価証

券等」という。） 

２～４ （略）  

て代用有価証券が預託されている場合

は、当該代用有価証券のうち、私が預

託した委託証拠金に相当する額の有価

証券 

 

２～４ （略）  

（証拠金の代用有価証券等の範囲） 

第７条 証拠金の差入れ又は預託を有価証券

等をもって代用する場合については、貴社 

は、金融商品取引所及びクリアリング機構

の規則又は規則に基づく措置により定める

範囲のうち貴社が応じられる範囲において

有価証券等を受け入れることに異議のない

こと。 

２ 前項の場合における有価証券等の代用価

格の計算に係る時価（金融商品取引所及び

クリアリング機構の規則に基づき決定され

る時価をいう。）に乗ずべき率について

は、金融商品取引所及びクリアリング機構

の規則又は規則に基づく措置により定める

率を超えない率として貴社が設定する率と

することに異議のないこと。 

（証拠金の代用有価証券の範囲） 

第７条 証拠金の差入れ又は預託を有価証券

をもって代用する場合については、貴社

は、金融商品取引所及びクリアリング機構

の規則又は規則に基づく措置により定める

範囲のうち貴社が応じられる範囲において

有価証券を受け入れることに異議のないこ

と。 

２ 前項の場合における有価証券の代用価格

の計算に係る時価（金融商品取引所及びク

リアリング機構の規則に基づき決定される

時価をいう。）に乗ずべき率については、

金融商品取引所及びクリアリング機構の規

則又は規則に基づく措置により定める率を

超えない率として貴社が設定する率とする

ことに異議のないこと。 

（建玉の期限前終了時等の処理等） 

第８条の２ クリアリング機構が、貴社の顧

客の委託に基づく建玉について期限前終了

割当建玉の指定又は被違約受渡玉の決定を

行う場合において、貴社が貴社の定める方

法により当該期限前終了割当建玉又は被違

約受渡玉の各顧客への割当てを行うことに

異議のないこと。 

２ 私の委託に基づく未決済約定について、

前項の期限前終了割当建玉又は被違約受渡

玉の割当てが行われた場合においては、当

該期限前終了割当建玉又は当該被違約受渡

玉についてクリアリング機構が定める決済

の条件に従い、貴社との間の決済を行うこ

とに異議のないこと。 

（新設） 

（貴社に増担保等措置が実施された場合の措

置） 

第１２条の２ 貴社が、クリアリング機構か

ら増担保等措置（クリアリング機構の業務

方法書第２９条の２に規定する措置をい

う。以下同じ。）を受けた場合（貴社が非

清算参加者の場合には、クリアリング機構

の業務方法書第２９条の２第２項の規定に

よる措置を貴社の指定清算参加者から受け

（貴社に増担保等措置が実施された場合の措

置） 

第１２条の２ 貴社が、クリアリング機構か

ら増担保等措置（クリアリング機構の業務

方法書第２９条の２に規定する措置をい

う。以下同じ。）を受けた場合（貴社が非

清算参加者の場合には、クリアリング機構

の業務方法書第２９条の２第２項の規定に

よる措置を貴社の指定清算参加者から受け
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た場合）であって、私の委託に基づく未決

済約定が当該措置の事由と密接な関係を有

しているときは、貴社が当該措置に従うた

めに必要な範囲内で私に対して次の各号に

掲げる措置を行うことに異議のないこと。 

（１） （略）  

（２） 証拠金を有価証券等をもって代用

する場合における貴社が指定する銘柄の

限定 

（３） 証拠金を有価証券等をもって代用

する場合の代用価格の計算における時価

に乗ずべき率の引下げ 

た場合）であって、私の委託に基づく未決

済約定が当該措置の事由と密接な関係を有

しているときは、貴社が当該措置に従うた

めに必要な範囲内で私に対して次の各号に

掲げる措置を行うことに異議のないこと。 

（１） （略） 

（２） 証拠金を有価証券をもって代用す

る場合における貴社が指定する銘柄の限

定 

（３） 証拠金を有価証券をもって代用す

る場合の代用価格の計算における時価に

乗ずべき率の引下げ 

（決済方法に係る指示がない場合の特則） 

第１２条の５ 商品先物取引（現物先物取引

に限る。以下この条において同じ。）で直

近の限月取引に係るものについて、取引最

終日の終了する日の前日（休業日に当たる

ときは、順次繰り上げる。）の午後４時ま

でに私から決済方法に係る指示がないとき

は、貴社が任意に、私の計算においてそれ

を決済するために必要な転売又は買戻しを

行うことに異議のないこと。 

２ 商品先物取引で直近の限月取引に係るも

のについて、貴社が指示日（一般大豆及び

とうもろこしにあっては、取引最終日の終

了する日の属する月の１日（休業日である

場合は順次繰り上げる。）をいい、その他

の商品にあっては、取引最終日の終了する

日の属する月の１５日（休業日である場合

は順次繰り上げる。）をいう。以下同

じ。）に私から貴社が定める決済方法のう

ちいずれかの指示を受けることとした場合

においては、当該指示日の午後４時までに

決済方法に係る指示がないとき又はその指

示が貴社が定める決済方法と異なるもので

あるときは、貴社が任意に、私の計算にお

いてそれを決済するために必要な転売又は

買戻しを行うことに異議のないこと。 

（新設） 

（商品先物取引に係る建玉の処分） 

第１２条の６ 私の商品先物取引に関し、金

融商品取引所の定める受託契約準則第８条

の２に規定する建玉の限度を超え若しくは

超えることとなった場合又は超えていると

金融商品取引所が認めた場合には、貴社 

が、私の委託に基づく未決済約定につい

て、私の計算において、当該建玉の限度を

超え若しくは超えることとなった部分又は

（新設） 
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超えていると金融商品取引所が認めた部分

を決済するために必要な転売又は買戻しを

行うことに異議のないこと。 

（商品先物取引における特別売買） 

第１２条の７ 私の委託に基づく未決済約定

について、金融商品取引所の業務規程第５

８条の３第２項から第４項までの規定に基

づき売買約定を成立させることに異議のな

いこと。 

（新設） 

（商品先物取引の現物先物取引の現金決済に

よる結了） 

第１２条の８ 私の委託に基づく現物先物取

引の受渡決済に係る未決済約定について、

クリアリング機構が金融商品取引所が定め

る受渡値段により当該未決済約定の転売又

は買戻しを行ったものとみなして当該未決

済約定に係る受渡しを結了させる場合に

は、その措置に従うこと。 

（新設） 

（取引証拠金等の処分） 

第１３条 私が先物・オプション取引に関

し、貴社に対し負担する債務を所定の時限

までに履行しないときは、通知、催告を行

わず、かつ法律上の手続によらないで、次

の各号に掲げるものを、私の計算におい

て、その方法、時期、場所、価格等は貴社 

の任意で処分し、その取得金から諸費用を

差し引いた残額を法定の順序にかかわらず

債務の弁済に充当されても異議なく、また

当該弁済充当を行った結果、残債務がある

場合は直ちに弁済を行うこと。 

（１）・（２） （略）  

（３） 私が差し入れた代用有価証券等が

取引証拠金として直接預託された場合に

は、クリアリング機構に預託されている

代用有価証券等 

（４） 私が委託証拠金として預託した代

用有価証券等 

（５） その他金融商品取引に関し、貴社 

が占有し、又は社債、株式等の振替に関

する法律（平成１３年法律第７５号）に

基づく口座に記録している私の有価証

券、倉荷証券及びその他の動産 

（取引証拠金等の処分） 

第１３条 私が先物・オプション取引に関

し、貴社に対し負担する債務を所定の時限

までに履行しないときは、通知、催告を行

わず、かつ法律上の手続によらないで、次

の各号に掲げるものを、私の計算におい

て、その方法、時期、場所、価格等は貴社 

の任意で処分し、その取得金から諸費用を

差し引いた残額を法定の順序にかかわらず

債務の弁済に充当されても異議なく、また

当該弁済充当を行った結果、残債務がある

場合は直ちに弁済を行うこと。 

（１）・（２） （略）  

（３） 私が差し入れた代用有価証券が取

引証拠金として直接預託された場合に

は、クリアリング機構に預託されている

代用有価証券 

（４） 私が委託証拠金として預託した代

用有価証券 

（５） その他金融商品取引に関し、貴社 

が占有し、又は社債、株式等の振替に関

する法律（平成１３年法律第７５号）に

基づく口座に記録している私の有価証券

及びその他の動産 

（差換預託の場合の証拠金の取扱い） 

第１８条 貴社について支払不能による売買

停止等が行われた場合において、私が委託

（差換預託の場合の証拠金の取扱い） 

第１８条 貴社について支払不能による売買

停止等が行われた場合において、私が委託
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証拠金を預託し、取引証拠金が差換預託さ

れていたとき（第３条第１項ただし書に規

定する差換預託が行われていたときを含

む。）は、次の各号に掲げる取扱いが行わ

れることに異議のないこと。 

（１） 外国通貨又は代用有価証券等がク

リアリング機構に預託されていたとき

は、クリアリング機構が当該外国通貨の

全部若しくは一部をもって円貨を取得し

て、円貨により返還する、又は当該代用

有価証券等の全部若しくは一部を換金し

て、金銭により返還することがあり得る

こと。この場合において、私とクリアリ

ング機構との間に委任契約が成立してい

たものとされること。 

（２） 第５条第１項第２号の規定にかか

わらず、次のａ又はｂのいずれか小さい

方の額につき、私の未履行債務額を控除

した額に相当する部分について、私が取

引証拠金の返還請求権を有すること。 

ａ （略）  

ｂ 貴社がクリアリング機構に預託して

いる差換預託分の取引証拠金（前号の

規定によりクリアリング機構が外国通

貨をもって円貨を取得し、又は有価証

券等を換金した場合は、差換預託分の

取引証拠金として預託している当該取

得に係る外国通貨以外の金銭、当該換

金に係る有価証券等以外の有価証券等

並びに当該取得後の金銭の額から当該

取得に要した費用を差し引いた額の金

銭及び当該換金の後の金銭の額から当

該換金に要した費用を差し引いた額の

金銭）を、私を含む貴社の各顧客が貴

社に預託した委託証拠金に相当する額

に応じてあん分した額 

２ （略） 

証拠金を預託し、取引証拠金が差換預託さ

れていたとき（第３条第１項ただし書に規

定する差換預託が行われていたときを含

む。）は、次の各号に掲げる取扱いが行わ

れることに異議のないこと。 

（１） 外国通貨又は代用有価証券がクリ

アリング機構に預託されていたときは、

クリアリング機構が当該外国通貨の全部

若しくは一部をもって円貨を取得して、

円貨により返還する、又は当該代用有価

証券の全部若しくは一部を換金して、金

銭により返還することがあり得ること。

この場合において、私とクリアリング機

構との間に委任契約が成立していたもの

とされること。 

（２） 第５条第１項第２号の規定にかか

わらず、次のａ又はｂのいずれか小さい

方の額につき、私の未履行債務額を控除

した額に相当する部分について、私が取

引証拠金の返還請求権を有すること。 

ａ （略） 

ｂ 貴社がクリアリング機構に預託して

いる差換預託分の取引証拠金（前号の

規定によりクリアリング機構が外国通

貨をもって円貨を取得し、又は有価証

券を換金した場合は、差換預託分の取

引証拠金として預託している当該取得

に係る外国通貨以外の金銭及び当該換

金に係る有価証券以外の有価証券並び

に当該取得後の金銭の額から当該取得

に要した費用を差し引いた額の金銭及

び当該換金の後の金銭の額から当該換

金に要した費用を差し引いた額の金

銭）を、私を含む貴社の各顧客が貴社 

に預託した委託証拠金に相当する額に

応じてあん分した額 

２ （略） 

（支払不能による売買停止等時の建玉の移管

が行われなかった場合の証拠金の取扱い） 

第２１条 金融商品取引所により、貴社につ

いて支払不能による売買停止等が行われ、

当該金融商品取引所が顧客の委託に基づく

未決済約定について引継ぎ又は転売若しく

は買戻し若しくは権利行使を行わせること

とした場合（私の委託に基づく未決済約定

について第１７条第１項の支払不能による

売買停止等時の建玉の移管が行われた場合

（支払不能による売買停止等時の建玉の移管

が行われなかった場合の証拠金の取扱い） 

第２１条 金融商品取引所により、貴社につ

いて支払不能による売買停止等が行われ、

当該金融商品取引所が顧客の委託に基づく

未決済約定について引継ぎ又は転売若しく

は買戻し若しくは権利行使を行わせること

とした場合（私の委託に基づく未決済約定

について第１７条第１項の支払不能による

売買停止等時の建玉の移管が行われた場合
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を除く。）には、第５条の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる取扱いが行われるこ

とに異議のないこと。 

（１） 私が差し入れた取引証拠金が直接

預託されていたときは、第５条第１項第

１号に掲げる金銭又は代用有価証券等に

つき、クリアリング機構の定めるところ

により、クリアリング機構に対して直接

返還請求が行えること。 

（２）・（３） （略） 

を除く。）には、第５条の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる取扱いが行われるこ

とに異議のないこと。 

（１） 私が差し入れた取引証拠金が直接

預託されていたときは、第５条第１項第

１号に掲げる金銭又は代用有価証券につ

き、クリアリング機構の定めるところに

より、クリアリング機構に対して直接返

還請求が行えること。 

（２）・（３） （略） 

（証拠金の利息その他の対価） 

第２４条 私が先物・オプション取引に関

し、貴社に証拠金として差し入れ又は預託

する金銭又は代用有価証券等には、利息そ

の他の対価をつけないこと。 

（証拠金の利息その他の対価） 

第２４条 私が先物・オプション取引に関

し、貴社に証拠金として差し入れ又は預託

する金銭又は代用有価証券には、利息その

他の対価をつけないこと。 

 


